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大阪労働局における平成２２年度個別労働紛争解決援助制度運用状況 
 

総合労働相談件数は約１２万件で過去最高を更新 
 

１.総合労働相談件数       ：１１９，３４６件( １.２%増*) 

２.民事上の個別労働紛争相談件数 ： ２１，６６１件( ３.６%減*) 

３.助言・指導申出受付件数     ：    ６０５件( ３.６%増*) 

４.あっせん申請受理件数     ：    ５３７件( ２.５%減*) 

【* 増減率は、平成２１年度実績と比較したもの。】 

 

大阪労働局（局長 西岸正人）は、平成２２年度の個別労働紛争解決援助制度の運用状況を  

とりまとめた。 

担 

 

当 

大阪労働局総務部企画室 

電  話    06 (6949) 6050 

 

大 阪 労 働 局 発 表 

平 成 ２ ３ 年 ５ 月 3 0日  

             

１ 総合労働相談件数は増加するも、民事上の個別労働紛争相談件数は減少。 

  助言・指導の申出件数は増加し過去最高を更新、一方、あっせん申請受理件 

数は減少するも、依然として高い水準。 

２ 相談申出受理の内容別でみると、依然として、解雇関連（解雇・退職勧奨・ 

雇止め）事案が約４割で最多。 

「解雇関連事案」は、減少しているものの民事上の個別労働紛争相談で38.1％と約４割を占めている。  

ただし、「解雇」「退職勧奨」は減少するも、「雇止め」は増加。 

３ 「その他の労働条件」にかかる相談申出が増加し(約２割)、相談内容が 

 多様化。 

  「いじめ・嫌がらせ」に関する相談申出は約１割で昨年と同じ水準。 

４ あっせんを実施した２１４件のうち「当事者間の合意の成立」は１４８件 

 (６９．２％)で、昨年度より合意率が上昇。 

全 国 

総合労働相談件数       ：１，１３０，２３４件( ０.９%減) 

民事上の個別労働紛争相談件数 ：  ２４６，９０７件( ０.１%減) 

助言・指導申出受付件数    ：    ７，６９２件( １.１%減) 

あっせん申請受理件数     ：    ６，３９０件(１８.３%減) 

 

 

 



- 2 - 

 

 

１ 相談の受付状況 

 （１）相談件数等について 

 

 

 

   ① 総合労働相談について 

     平成２２年度に大阪府下の総合労働相談コーナーに寄せられた総合労働相談件数は１１９，３

４６件となっており、平成２１年度（１１７，９２７件）と比して１．２％増とほぼ同じ水準と

なっている。(図１) 

     相談者の内訳は、労働者が５４％、事業主が３８％であった。 

     相談の区分としては、法令、制度の問い合わせに関するものが６９％（９０，３６２件）、労

働基準法上の違反を伴わない解雇、労働条件の引き下げ等のいわゆる民事上の個別労働紛争に関

するものが１６％（２１，６６１件）、監督権限の行使等を求める法施行事務に関するものが１１％

（１４，１８３）、その他が４％（５，２１５件）であった。 

   ② 民事上の個別労働紛争に関する相談について 

     民事上の個別労働紛争に関する相談件数については２１，６６１件となっており、平成２１年

度（２２，４７２件）と比して３．６％減少しているが、依然として高い水準となっている。 

    (図２) 

     相談者の内訳は、労働者が７６．６％、事業主が１６．６％であった。 

 

 

 

 

相談件数は過去最高となった昨年度に引き続き高い水準で推移 
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図１ 総合労働相談件数の推移
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図２ 民事上の個別労働紛争相談件数の推移



- 3 - 

 

 

（２）民事上の個別労働紛争に係る相談内容について 

 

     

 

 

 

   民事上の個別労働紛争相談件数の相談内容の内

訳は、「解雇」（２２．７％）、「退職勧奨」（１０．

１％）、「雇止め」（５．３％）といった解雇関連が

併せて３８．１％となっており最も多くなってい

る。ついで、「その他の労働条件」が２１．８％、

「労働条件の引き下げ」１３．７％、「いじめ・嫌

がらせ」が１０．８％で続いている。(図３) 

    解雇関連の相談のうち、「雇止め」については平

成２１年と比較して６．８％増加しているものの、

「解雇」については７％、「退職勧奨」については

１２．３％と大幅に減少している。 

    「いじめ・嫌がらせ」「労働条件引下げ」につい

てはいずれも平成２１年度と同水準となってい

るが、「その他の労働条件」については平成２１

年度に比して増加しており、相談の内容が多様化している状況が伺われる。(図４) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解雇関連の相談は依然として多いものの、「解雇」「退職勧奨」については減少傾向に 

「いじめ・嫌がらせ」については昨年度と同水準で推移 
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図３ 民事上の個別労働紛争相談内容
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図４ 民事上の個別労働相談件数の推移
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２ 労働局長による助言・指導及び紛争調整委員会によるあっせんの受付状況 

 

 

 

 

 

 

  平成２２年度の助言・指導の申出件数は６０５件と平成２１年度比で３．６％増と微増した。(図6) 

  一方、あっせん申請受理件数は５３７件で２．５％減となっているが(図7)、助言・指導の申出件数と

あっせん申請受理件数の合計（１，１４２件）は平成２１年度実績（１，１３５件）とほぼ同水準で推

移しており、これらの制度は引き続き高い水準で利用されている状況にある。 

  労働局長による助言・指導の申出人はほどんどが労働者であるが、あっせん申請については１．５％  

が事業主からの申請となっている。 

 

 

 

 

 

労働局長による助言・指導及び紛争調整委員会によるあっせんはの受付状況は依然として

高い水準で推移 
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３ 労働局長による助言・指導の主な内容 

 

 

 

 

 

  助言・指導の申出の主な内容は「解雇」（１９．７％）、「退職勧奨」（１１．５％）、「雇止め」（６．８％）

といった解雇関連が併せて３８．０％となっており最

も多い。 

  ついで、「その他の労働条件」が２１．９％、「いじ

め・嫌がらせ」１２．１％「労働条件の引き下げ」が

１１．２％、で続いている。(図8) 

  解雇関連の申出は昨年に引き続き最も多くなってい

るものの、平成２１年度と比較すると申出件数で併せ

て６．４％減となっており、これらの申出内容は平成

１９年度以降増加傾向にあったものが減少に転じた。 

  また、「いじめ・嫌がらせ」については平成２１年度

とほぼ同水準となっているが、「労働条件の引き下げ」

については申出件数で４１．８％、「その他の労働条

件」については同じく３３．３％と大幅に増加してお

り、いずれも増加傾向が続いている。 (図9) 

  助言・指導の実施例は別添１のとおり。 
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図6 助言・指導申出件数の推移
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図7 あっせん申請件数の推移

 解雇関連の申出件数は依然多いものの減少傾向に 

「労働条件の引き下げ」「その他の労働条件」については申出件数の増加傾向が続く 
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４ 紛争調整委員会によるあっせんの内容 

 

 （１）あっせん申請のおもな内容 

 

     

    

    あっせん申請の主な内容は「解雇」（３０．０％）、「退職勧奨」（１１．７％）、「雇止め」（１１．

３％）といった解雇関連が併せて５３．０％となっており最も多く全体の過半数を占めている。つ

いで、「いじめ・嫌がらせ」１３．７％、「労

働条件の引き下げ」が７．７％で続いている。

(図１０) 

    「解雇」については平成２１年度に引き続

き減少傾向にあるものの、「退職勧奨」「雇止

め」については増加している。 

    「いじめ・嫌がらせ」については減少して 

いる。(図１１) 

    あっせんの実施例については、別添１のと

おり 
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図9 助言・指導申出内容別推移
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「解雇」は減少するも「退職勧奨」は増加傾向続く 
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 （２）あっせん実施および合意の成立について 

 

    

 

    平成２２年度１年間に手続きを終了したあっせん申請のうち、あっせんを実施した件数は２１４

件（４１．９％）であり、このうち「当事者間の合意の成立」は１４８件（６９．２％）と前年度

（６０．１％）より９．１ポイント上昇した。 

    また、打ち切り等を含めたあっせん申請全体の処理に要した期間は、１ヶ月以内６２．６％、１

～２ケ月以内３５．４％となっており、ほとんどが２ヶ月以内に手続きを終了している。 

 

５ 平成２２年度における労働相談等の特徴について 

 

  民事上の個別労働紛争にかかる相談のうち、ほぼ半数を占めている解雇関連について、平成２２年度

と２１年度の年間の動向を比較してみると、「解雇」については平成２１年度はほぼ年間を通じて多く

の相談が寄せられていたが、平成２２年度については月による変動はあるものの、通年でみると減少傾

向にあったことが認められる。 

  一方、「退職勧奨」についても、平成２２年度は年間の総数について減少している。、平成２１年度に

ついては年間を通じて相談を受けたが、平成２２年度については年度当初に多くの相談が寄せられた後、

相談件数は減少傾向にあったことがわかる。 

  「雇止め」については平成２１年度、２２年度ともほぼ同じ動向であり、変化は見られない。 

  「いじめ・嫌がらせ」についても、平成２１年度、２２年度ともほぼ同じ動向であった 
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図１１ あっせん申請内容別推移
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 あっせんを実施した結果、約７割で当事者間の合意が成立 
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図１３ 平成２２年度の主な相談内容の推移

解雇

退職勧奨

雇止め

いじめ

 

0

100

200

300

400

500

600

図１２ 平成２１年度の主な相談内容の推移

解雇

退職勧奨

雇止め

いじめ



- 9 - 

 

                              別添１ 

【助言・指導の例】 

事例１： いじめ・嫌がらせに係る助言・指導 

事案の概要  申出人は運送会社のアルバイトとして勤務していたが、ロッカーの扉に「アホ・バ

カ」と落書きされるなど、複数のアルバイト仲間からいじめを受けている。部署の

責任者に相談したが、適切な対応がなされず改善されない。 

助言・指導の 

内容 

 本社の人事担当部署の責任者に対して、実態について調査を行い適切な対応を

行われたい旨助言したところ、適切な対応がなされ、職場環境の改善が図られ

た。 

事例２： 退職勧奨に係る助言・指導 

事案の概要  申出人は派遣の電話オペレーターとして契約更新を繰り返して勤務していたが、

業務上のミスが原因で雇用期間満了１月前の期日で出勤停止となり、期間満了日

まで自宅待機を命じられたが、自宅待機中の休業補償は支払わないと言われた。

これは解雇ではないかと抗議すると、出勤して書類整理の仕事をするか、それが

いやなら退職届けを出せと言われた。 

助言・指導の 

内容 

 労働契約法の規定に基づいて労働契約の変更を行うにあたっては労使間で合意

が必要である旨助言したところ、労使間で話合いがなされ金銭補償を行った上で、

契約満了前に合意のうえ退職することとなった。 

 

【あっせんの例】 

事例１： いじめ・嫌がらせに係るあっせん 

事案の概要  申請人はデザイナーとして採用されたが、営業部門に異動となった。過大なノル

マを課せられ、それが達成できないと、「クズ」「給料ドロボウ」とののしられ、体調

を崩したことにより、退職せざるを得なくなった。退職せざるを得なくなったことによ

る経済的・精神的損害に対する補償を求めてあっせん申請を行ったもの。 

あっせんの 

ポイント 

 あっせん委員が双方の主張を確かめ、当事者間の調整を行った結果、解決金を

被申請人に支払うことで双方の合意が成立した。 

事例２： 解雇に係るあっせん 

事案の概要  申請人はヘッドハンティングにより就職したが、２年経過後、能力が期待した水準

にないとして賃金引下げの提示があった。申請人がこれに応じなかったところ、被

申請人から解雇の通告があった。申請人は解雇の撤回をもとめたうえで、退職を

前提に金銭補償など条件の話合いを行いたいとしてあっせん申請を行ったもの。 

あっせんの 

ポイント 

 あっせん委員が双方の主張を確かめ、当事者間の調整を行った結果、解雇は撤

回し、金銭補償を行い会社都合として退職することで双方の合意が成立した。 
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個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要 

 

 

１ 趣旨 

 企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴い、労働関係に関する事項についての個々の労働者と

事業主との間の紛争（以下「個別労働関係紛争」という。）が増加していることにかんがみ、これらの

紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都道府県労働局長の助言・指導制度、紛争調整委

員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働紛争解決システムの整備を図る。 
 

 

２ 概要 

(1) 紛争の自主的解決 

 個別労働関係紛争が生じたときは、紛争の当事者は、自主的な解決を図るように努めなければなら

ないものとする。 

 

(2) 都道府県労働局長による情報提供、相談等 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争の未然防止及び自主的な解決の促進のため、労働者又は事

業主に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。 

 

(3) 都道府県労働局長による助言及び指導 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争に関し、当事者の双方又は一方からその解決につき援助を

求められた場合には、当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。 

 

(4) 紛争調整委員会によるあっせん 

イ 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争について、当事者の双方又は一方からあっせんの申請が

あった場合において、当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっ

せんを行わせるものとする。 

ロ 都道府県労働局に、紛争調整委員会を置くものとする。 

ハ あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即して事件が解決

されるように努めなければならないものとする。 

ニ あっせん委員は、当事者等から意見を聴取し、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、これを

当事者に提示することができるものとする。 

 

(5) 地方公共団体の施策等 

 地方公共団体は、国の施策と相まって、地域の実情に応じ、労働者又は事業主に対し、情報提供、

相談、あっせんその他の必要な施策を推進するように努めるものとし、国は、地方公共団体の施策を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。  

また、当該施策として都道府県労働委員会が行う場合には、中央労働委員会が、当該都道府県労働

委員会に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。 
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